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「平成 21 年度介護報酬改定の概要」 

 

 社会保障審議会介護給付費分科会において、「平成 21 年度介護報

酬改定の概要」が示されました。 
その中で報酬単価等についても示されましたので、概略をお伝えしま

す。 

 

●総論 

 今回の報酬改定は、政府・与党において「介護従事者の処

遇改善のための緊急特別対策」として、平成 21 年度介護報酬

改定率を 3.0％とする方針が出されたことにより、介護保険

始まって以来のプラス改定です。 

 

 

●地域区分の見直し 

 経営実態調査の結果を踏まえて、地域区分の見直しがされ

ました。特別区が 12％→15％、乙地が 3％→5％に変更となり

ました。 

 人件費割合については、訪問介護（60％→70％）、居宅介 

（60％→70％）に変更になりました。 

 

・地域区分ごとの報酬単価の変化の算出の仕方 

10 円＋地域区分ごとの係数×ｻｰﾋﾞｽごとの人件費割合×1 円

＝地域区分ごとの報酬単価 

自分の事業所にあてはめ、上記の計算式にて算出してください。 

 

 

●中山間地域等における小規模事業所の評価 

現行の特別地域加算対象の地域以外の半島振興法指定地域

等において、「小規模事業所」（訪問介護は訪問回数が 200 回

以下/月、訪問入浴は訪問回数が 20 回以下/月等）がサービス

を実施する場合所定単位の 10％が加算されます。指定事業所

ごとにサービス提供地域が該当地域にあたるかどうか確認し

てください。 
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●中山間地域等に居住する者にサービス提供し

た事業所への評価 

 移動経費を要する訪問介護、訪問入浴等が運

営規定に定めている通常の実施地域を越えて

「中山間地域等」（離島振興法、山村振興法等に

指定されている地域）にサービスを提供する場

合所定単位の 5％が加算されます。 

 

 

●訪問介護 

報酬単価については、身体介護 30 分（231→

254）生活援助 1 時間未満（208→229）のみが単

価が上がります。 

特定事業所加算については、算定要件の見直

しが実施されました。 

人材要件について、介護福祉士のみでなく、

介護職員基礎研修修了者、1 級訪問介護員も条

件は違いますが、加算の要件に加えられました。 

重度要介護者等対応要件については、要介護

4、5に加えて認知症日常生活自立度Ⅲ以上の要

件が加えられました。 

 サービス提供責任者の労力に着目した評価と

して初回加算（200）、緊急時訪問介護加算（100）

が創設されました。新規ケースの発生頻度もあ

り、収入増という意味では効果が薄いと思われ

ますが、サービス提供責任者の仕事が評価され

たということは意味があると思われます。 

 

 

●居宅介護支援 

件数が 40 件以上となる場合に全ての件数に

適用される現在の逓減制について、経営改善を

図る観点から、超過部分にのみ適応される仕組

みに見直されました。 

具体的には 40 件以上 60 件未満が全ケース 4

割減算であったのが、40件以上 60件未満のみ 5

割減算となりました。 

60 件以上については全ケース 6 割減算が 40

件以上のみ 7 割減算となりました。 

特定事業所加算については、要件が緩和され、

加算のⅠ（500）、Ⅱ（300）ができ段会的な評価

となりました。特に影響のある緩和された内容

としては、「介護予防支援業務の委託を受けて

いないこと」が削除されたことです。Ⅱの要件

については、重度要件は入っていません。 

医療と介護の連携を図る観点から、病院又は

診療所に入院する利用者への情報提供した場合

の医療連携加算（100）、退院・退所時の連携に

ついて退院・退所加算Ⅰ（400）Ⅱ（600）、小規

模多機能型居宅介護に利用者が移行する時の加

算（300）が新設されました。 

また、認知症高齢者（日常生活自立度Ⅲ以上）、

独居高齢者に対する支援等について 150 単位の

加算が新設されました。 

 

 

◇平成 18 年度改定において 1 時間 30 分以上の生活

援助は定額になり、必要なサービスを効率よく実

施することを推進していることが示されましたが、

この傾向は今後も続くものとされています。 

◇ヘルパーとして専門職がすべきこと、インフォー

マルでできることを見極めて活動内容を考えて行

って行くことが必要であり、それが適正な訪問時

間につながっていくと考えられています。 

◇特定事業所加算は、平成 18 年度から実施されまし

たが、加算を取っているところが数％と少ない状

況です。今回要件を緩和することで、特定事業所

を推進し、一律に報酬を引き上げるのではなく、

質の高い事業所にそれに見合った高い報酬を与え

ようとしています。この傾向は今後も続くものと

思われます。 

◇特定事業所加算は利用料に跳ね返ることもあり、

加算を取ることが躊躇されています。しかし、質

の高い事業所を目指して少なくとも条件をクリア

できる体制を整えていくべきであり、加算をとっ

てもそれに見合うサービス提供できていると自信

を持って利用者に説明できることをめざすことが

必要だとされています。 
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